
目標
計画・条
例等

所属等 取組名 実績

1 高齢者等の防火安全対策の推進 高齢者等の防火安全対策等の充実
京都市基本

計画
市民安全課 高齢者等の防火安全対策の推進 実施

住宅用火災警報器未設置世帯に対する指導の強化
地域力を活かした住宅用火災警報器の設置促進
賃貸共同住宅に対する住宅用火災警報器の設置促進 予防部

消防署ごとの第４期取組計画に基づく取組の推進
予防部

市民安全課

放火火災防止対策の推進 予防部

防火見回り活動の推進 市民安全課

4 火災予防に連動した火災調査体制の強化 調査員の能力向上
調査課
研究課

火災予防に連動した火災調査体制の
強化

実施

特定防火対象物等の違反是正
重点査察対象物の査察
防火対象物定期点検報告の報告率の向上

定期点検実施指導の推進
大規模地震に備えた自衛消防力の確
保を目的とした消防法改正に係る事
前指導

実施

低引火点危険物を取り扱う事業所に対する査察
製造所等に対する局査察

7
消防法施行令の一部改正に伴う社会福祉施設等
のそ及対象物の指導

認知症高齢者グループホーム等の社会福祉施設へのそ及指
導

予防部
認知症高齢者グループホーム等の社
会福祉施設への事前指導

実施

文化財自動火災通報装置の設置促進
文化財施設の放火火災防止対策の推進

9 文化財市民レスキュー体制の充実強化
文化財レスキューリーダー研修及び訓練等による育成指導
等

予防部
文化財市民レスキュー体制の充実強
化

実施

文化財施設に対する防災施設の充実
強化

実施

実施

自動通報体制
５か所整備

高齢者の焼死を防止
する等火災予防対策
の推進

①住宅用火災警報器
の設置促進と焼死者
防止対策
②火災件数２２０件
以下の定着に向けた
取組の推進
③事業所の防火安全
対策の推進
④文化財の防火安全
対策の推進

危険物施設の査察及び違反是正の推
進

火災件数２２０件の実現に向けた第
３期取組の推進

住宅用火災警報器の設置促進
予防部

市民安全課

予防部 消防法令違反是正

平成２０年度重点取組

平成２１年度　消防局運営方針の総括表

３９，４２４
世帯購入

火災件数
１９８件

消防法令違反是正の促進

文化財施設に対する防災施設の充実強化

危険物施設等における安全対策の推進

住宅用火災警報器の設置促進

基本方針・
重点方針

火災件数２２０件以下の定着に向けた第４期取
組の推進

予防部

予防部

京都市基本
計画

京都市火災
予防条例

平成２１年度重点取組

取組名
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5
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目標
計画・条
例等

所属等 取組名 実績

平成２０年度重点取組基本方針・
重点方針

平成２１年度重点取組

取組名

より効果的な訓練手法の推進 消防救助課
合理的かつ効果的な訓練実施体制の
確立

実施

効率的な消防活動総合センターにおける訓練の実施 消防救助課
技能管理のための知識教育・研修シ
ステムの構築

実施

11 特別消防対象物警備計画の見直し 特別消防対象物警備計画の見直し
特別消防対
象物警備計

画
消防救助課

火災現場活動における安全管理体制
の充実

実施

12 塩小路消防出張所（仮称）の整備
京都駅とその周辺の消防救急体制を確保するため，塩小路
消防出張所（仮称）を整備

施設課
安全，確実かつ迅速な消防活動のた
めの警防情報の収集

実施

13 大原消防出張所の移転整備
大原地域に高規格救急車を配置することができる規模の消
防出張所を整備

施設課 下京消防署の整備
運用開始
（１１月）

局・署警防本部の機能強化
各種活動計画の整備充実

大規模災害発生時の携帯電話による情報収集体制の整備
庶務課

情報通信課
警防計画課

消防活動総合センター受援施設を活用した受援体制の整備

警防計画課
消防救助課

指令課
教養課

消防団用無線の配備
消防団用車両の配備
消防団施設の耐震改修の推進
消防団情報伝達体制の整備
消防団ごとの定員を確保するための取組の推進
機甲分団の創設
応急手当に特化した機能別分団の設置～ファースト・エイ
ド・チーム（仮称）の創設～

市民等に対する救命講習等の実施

事業所等に対するＡＥＤの普及啓発

安心救急ネット京都との連携

救急事故を防ぐための知識の普及

救急救命士の計画的養成

現任救急救命士に対する処置範囲拡大への対応

いざという時に応急手当のできる人
づくりの推進

実施

消防団員確保の推進 実施

６８分団に
ＡＥＤを整備
２４分団に
無線を整備

大規模災害時における消防活動体制
の充実強化

実施

竣工
（３月）

あらゆる災害に立ち
向かう消防活動体制
の充実

①消防救助活動能力
の向上
②消防施設の整備充
実
③緊急消防援助隊の
受入等的確な大規模
災害活動体制の確保
④消防団の充実強化

消防活動総合センター整備

地域の実情に応じた魅力ある消防団
活動の推進

市民の命をつなぐ応
急手当普及啓発と救
急体制の充実

①応急手当の普及啓
発の推進
②救急救命処置の適
切な実施を図るため
の救急業務高度化の
推進

救急課

大規模災害時における消防活動体制の充実強化

庶務課

救急課

庶務課

効果的・効率的な消防訓練等の実施

消防団員確保の推進

救急救命士の養成と処置範囲拡大に伴う追加講
習等の実施

いざという時に応急手当のできる人づくりの推
進

地域の実情に応じた魅力ある消防団活動の推進

警防計画課

京都市消防
局救急規程

18

17

16

15

14

10

救命講習
２０万人達成
安心救急ネッ
ト創設（８
月）

救急救命士の養成と処置範囲拡大に
伴う追加講習等の実施

実施

19
救急業務高度化に対応したメディカルコント
ロール体制の充実

新しい病院実習カリキュラムに基づく救急救命士の再教育
の実施

救急課
救急業務高度化に対応したメディカ
ルコントロール体制の充実



目標
計画・条
例等

所属等 取組名 実績

平成２０年度重点取組基本方針・
重点方針

平成２１年度重点取組

取組名

20 消防防災通信ネットワークの整備 デジタル移動系防災無線の整備 情報通信課 消防防災通信ネットワークの整備 整備中

21 耐震型防火水槽をはじめとする消防水利の整備 耐震型防火水槽及び防火井戸の整備
震災消防水

利計画
警防計画課
消防救助課

耐震型防火水槽をはじめとする消防
水利の整備

１００㎥８基
４０㎥５基等
整備

22 文化財とその周辺を守る防災水利整備事業
清水地域における文化財とその周辺を守る防災水利整備事
業の実施

企画課
施設課
予防部

水災予測システムの整備
「水災情報シ
ステム」とし
て整備

23 土砂災害警戒避難体制の推進 土砂災害警戒避難体制の推進
土砂災害防

止法
防災危機管理室 公共施設の耐震診断調査 完了

24 京都市域の防災力検証 京都市地域の防災力の検証 防災危機管理室
観光客，留学生及び通勤通学者等に対する防
災対策の検討

26 防災マップ（水災害編，地震編）改訂 防災マップ（水災害編，地震編）のデータ作成 防災危機管理室

27 身近な地域の市民防災行動計画づくりの推進 身近な地域の市民防災行動計画づくりの推進 市民安全課
身近な地域の市民防災行動計画づく
りの推進

３３３自主防
災部策定

28 市民防災会議による情報共有化の推進 市民防災会議による情報共有化の推進 市民安全課
市民防災会議による情報共有化の推
進

１２消防署
(分署)で実施

京都学生消防サポーターの養成
京都学生消防サポーターが自主的活動を展開するための支
援
危機管理意識の浸透
危機発生時における初動対応能力の向上
防災危機管理対策に関する研究の推進
国民保護に係る市民啓発の推進
研修やテロ災害訓練による職員対応能力の向上

実施

実施

実施

京都学生消防
サポーター
１０３名登録

防災危機管理室

全庁的に取り組む防
災対策と危機管理体
制の充実

①地域防災計画の推
進
②自主防災組織をは
じめとする地域の災
害対応力の向上
③危機管理体制の充
実強化

防災危機管理室 京都市国民保護計画の周知等

危機への対応能力の向上

学生をはじめとする幅広い年代の市
民に対する防災知識の普及啓発

京都市国民保護計画の周知等

教養課

危機への対応能力の向上

学生をはじめとする幅広い年代の市民に対する
防災知識の普及啓発

京都市国民
保護計画

危機管理規
則

31

30

29

25 観光客，留学生及び通勤通学者等に対する防災対策の検討 防災危機管理室

北部山間地域地域自主防災組織消火
活動機材整備

整備

文化財とその周辺を守る防災水利整
備事業


